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目標値 17年度 16年度

１回以上 ＥＵ、フランス、
米国、カナダ、
豪州、フィンラン
ド、スウェーデ
ン、インドネシ
ア、フィリピン、
マレーシア、ベト
ナム、カンボジ
ア等と協議を実
施

ＥＵ、イギリス、ドイ
ツ、フランス、マレー
シア、モンゴル、カン
ボジア、インド、イン
ドネシア、フィリピン
等と協議を実施

・2005年11月に
チュニジアにお
いて開催された
世界情報社会
サミット(WSIS)に
総務大臣等が
参加
・APEC第6回電
気通信・情報担
当大臣会合に
大臣政務官が
参加
・電子商取引に
関する世界ビジ
ネス会議 CEO
サミットに総務
審議官が参加
・2006年3月にカ
タールにおいて
開催された世界
電気通信開発
会議(WTDC)に
参加
・2005年10月、
2006年3月の
OECD/ICCP本
会合ほか各作
業部会の会合、
ワークショップ等
に多数参加
・APT総会・管理
委員会等に出
席、アジア・太平
洋地域の情報
通信の課題等
について議論を
実施
・ＡＳＥＡＮ＋３電
気通信及びＩＴ担
当大臣会合に
席、アジア太平

主な指標の状況

国際機関等における会議へ
の参画状況と成果及び情報
通信分野に関する意見交換
の実施状況等

１回以上 17年度 ・第３回日中韓情報
通信大臣会合（日
本）を開催、協力取
り決めを改正し、情
報通信８分野の一層
の協力推進に合意
・ＡＰＴアジア・太平
洋ブロードバンドサ
ミットに総務大臣が
出席、アジア地域へ
の貢献策等を発表
・ＡＳＥＡＮ＋３電気
通信及びＩＴ担当大
臣会合に副大臣が
出席、アジア太平洋
地域への協力につ
いて基調講演
・2004年4月、10月、
2005年3月の
OECD/ICCP本会合
ほか各作業部会の
会合、ワークショップ
等に多数参加
・2004年10月にブラ
ジルにおいて開催さ
れた世界電気通信
標準化総会(WTSA)
に参加
等

・第２回日中韓情
報通信大臣会合
（韓国）に総務大臣
等が出席、情報通
信７分野における
協力取り決めに合
意
・ＡＰＴの理事会、
政策・規制フォーラ
ム等に出席し、アジ
ア・太平洋地域の
情報通信の課題等
について議論を実
施
・2003年6月から7
月にスイスにおい
て開催された無線
通信総会(RA)と世
界無線通信会議
(WRC)に参加
・2003年12月にス
イスにおいて開催
された世界情報社
会サミット(WSIS)に
総務大臣等が参加
等

施策名

施策の概要

アジア地域等の途上国との間で、二国間・多国間の枠組みにおいて情報通信分野に関する対話を行
い、共同研究や人材育成など具体的な協力を実施することにより、各国の情報通信分野の発展を促
進するとともに、アジアを世界の情報拠点とし国際的なデジタル・ディバイドの解消に資することによ
り、我が国の情報通信行政の国際理解を図るとともに、グローバルな情報通信ネットワーク社会の実
現への貢献を目指す。
上位政策の指標をもとに、二国間政策協議・政策対話等の実施状況と国際機関等における国際会
議等の実施状況を指標とするともに、アジア・ブロードバンド計画の進歩状況として、国際共同研究
開発及び共同実験の実施状況とＩＣＴ分野における研修やセミナー等の実施状況を指標として設定。

総合通信基盤局
電気通信事業部
電気通信技術シ
ステム課、電波
部電波環境課、
国際部国際政策
課、国際機関室、
国際経済課、多
国間経済室、国
際協力課

15年度

ＥＵ、イギリス、フラ
ンス、カナダ、イン
ドネシア、タイ、ベト
ナム、フィリピン等
の情報通信主管庁
との間で政策対話
を行い、今後の協
力に関する意見交
換を実施

（施策60）　二国間・多国間等の枠組みによる国際的な課
題を解決するための協調及び貢献

担当部局名

主な指標等 目標年度

二国間定期協議、政策対話
の実施状況と成果及び情報
通信に関する意見交換の実
施状況等

17年度
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洋地域への協
力について基調
講演
等

国際IX形
成のため
の技術、ユ
ビキタスプ
ラット
フォーム技
術の研究
開発の進
歩状況並
びに電子
商取引プ
ラット
フォーム基
盤整備及
び多言語
対応環境
確立等に
関する国
際共同実
験の進歩
状況とシス
テム等の
整備

・平成16年度に
引き続き、国際
IX形成のための
基盤的技術の
研究開発及び
日本と中国・シ
ンガポールとの
間でIPv6環境の
国際ネットワー
クを用いたデジ
タルコンテンツ
の電子商取引、
多言語環境対
応プラットフォー
ムのための機
械翻訳技術の
アプリケーション
に関する共同研
究開発・実証実
験を実施
・新たに遠隔教
育、遠隔医療の
アプリケーション
に関する共同研
究開発・実証実
験を実施

平成15年度に引き
続き、国際IX形成の
ための基盤的技術
の研究開発及び日
本と中国・シンガ
ポールとの間でIPv6
環境の国際ネット
ワークを用いたデジ
タルコンテンツの電
子商取引、多言語環
境対応プラットフォー
ムのための機械翻
訳技術、国際間の
バーチャルコラボ
レーション環境での
デジタルコンテンツ
の共同制作等のア
プリケーションに関
する共同研究開発・
実証実験を実施

ICT分野の
人材育成
3,000人

７６７人
・アジア太平洋・
中東地域の各
国を対象に電子
政府セミナー、
ワークショップを
開催、途上国を
中心に研修員を
招へい

７７５人
・アジア太平洋・中東
地域の各国を対象
に電子政府セミ
ナー、ワークショップ
を開催、途上国を中
心に研修員を招へ
い

事業名 16年度

電気通
信に関
する国
際政策
協議の
開催

8百万円

国際機
関等へ
の拠出
金の支
出等

277百万円

国際情
報通信
ハブ形
成のた
めの高
度ＩＴ共
同実験

757百万円

アジア・
ユビキタ
スプラッ
トフォー
ム技術
に関す
る研究
開発

項目

主な指標の状況
（続き）

22年度

国際IXに必要な研究開発及びアジア
諸国との情報流通促進のための共同
実験等を通じて我が国の国際情報通
信ハブ化を推進。 700百万円

15年度

7百万円

1,200百万円

国際共同研究開発及び共同
実験の実施状況

19年度

ＩＣＴ分野における研修やセミ
ナー等の実施状況

電子タグの利活用技術等のユビキタ
スネットワーク技術について、国際展
開を図るための基盤技術の研究開発
及び実証実験をアジア諸国と協力しつ
つ行う。

321百万円

17年度

二国間で電気通信施策に関する意見
交換を行うことにより、電気通信をめぐ
る貿易問題や政策調整が必要な課題
について、摩擦回避あるいは国際協
力の推進を図る。

概　　　　要　
　
　
　
　
　
　
施
策
の
主
な
実
施
手
段
の
状
況
　
　
　
　
　
　
　
　

我が国とシンガ
ポール及び中国と
の間で、それぞれ
デジタルコンテンツ
の国際間電子商取
引と多言語環境で
有効な機械翻訳共
通インフラ構築技
術及びIPv6環境に
おけるコラボレー
ションに関連する
技術についていの
実証を実施。また、
次世代大容量国際
IXの実現に向け、
性能用件等を調査
研究すると共に、
要素技術の研究開
発を実施

７５９人
・アジア太平洋・中
東地域の各国を対
象に電子政府セミ
ナー、ワークショッ
プを開催、途上国
を中心に研修員を
招へい

予算執行を
主とするもの

330百万円

7百万円

272百万円

アジア太平洋電気通信共同体(APT)、
国際電気通信連合（ITU)、経済協力開
発機構（OECD）、ESCAP（国連アジア
太平洋経済社会委員会）等に拠出。

制度の企画･
運用を主とす
るもの

概　　　　　　　　　　要
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項目

二国間
における
協議等

国際機
関等に
おける
協議等

　(業務改善への取組状況 ）

2005年11月にチュニジアにおいて開催された世界情報社会サミット(WSIS)に総務大臣等が参加した
他、上記の通り各種会合、協議に参加。

各国の事業者や消費者の負担軽減のため、引き続き電気通信機器に関する国際
的な相互承認を推進。このため既に締結している相互承認協定（MRA)を引き続き
適格に運用するとともに新たなMRAの実施可能性を検討する。特に米国との間で
相互承認協定の締結交渉を行っており、同協定が署名され次第、国内担保法を国
会へ提出する。

国際共同実験については、目標達成に向けて着実に実施されているが、成果をア
ジア地域へ普及させるための戦略等を踏まえた取組み、拡充が必要。

アジア太平洋電気通信共同体（APT）、国際電気通信連合（ITU）、経済協力開発
機構（OECD）、ESCAP（国連アジア太平洋経済社会委員会）等に対し、資金・人材
の両面から継続的な貢献が必要。

 ＥＵ、フランス、米国、カナダ、豪州、フィンランド、スウェーデン、インドネシア、フィリピン、マレーシア、ベトナム、カンボジア等と協
議を実施するとともに、以下のような国際会議等に参加。各国からハイレベルな実務者が参加する会議・会合において、国際的な
課題に対し、十分に対処できる者が参加した。
・2005年11月にチュニジアにおいて開催された世界情報社会サミット(WSIS)に総務大臣等が参加
・APEC第6回電気通信・情報担当大臣会合に大臣政務官が参加
・電子商取引に関する世界ビジネス会議 CEOサミットに総務審議官が参加
・2006年3月にカタールにおいて開催された世界電気通信開発会議(WTDC)に総務審議官等が参加
・ＡＳＥＡＮ＋３電気通信及びＩＴ担当大臣会合に総務審議官が出席、アジア太平洋地域への協力について基調講演
・2005年10月、2006年3月のOECD/ICCP本会合ほか各作業部会の会合、ワークショップ等に多数参加
・APT総会・管理委員会等に出席、アジア・太平洋地域の情報通信の課題等について議論を実施　等

アジア・ブロードバンド計画（総務省と関係府省により2003年３月に策定。アジアにおけるブロードバンド環境の整備を図るための
行動計画。）関連
・2005年10月に、具体的施策をさらに積極的に推進していくため、「アジア・ブロードバンド推進会議」を開催。関連施策の進捗状況
や、今後の進め方を検討した。
・2005年2月には、「アジア・ブロードバンド推進会議」ワーキンググループを開催し、状況の変化を踏まえた計画の見直しを始めた
ところ。

事

予

予

本施策に関する
専門家の意見等

本施策に関する
主な資料

　
　
　
施
策
の
主
な
実
施
手
段
の
状
況

（
続
き

）

・国際情報通信ハブ形成のための高度ＩＴ共同実験にかかる評価会
国際情報通信ハブ形成のための高度ＩＴ共同実験については、上記評価会において中間評価（平成
16年12月）及び年度末評価(平成17年3月)を実施し、施策の実施手段等に関する意見を伺ったとこ
ろ、「各案件の成果を活用して汎用的に利用できるよう検討する等、アジア地域へ成果を普及させる
ための戦略が必要」「国際回線容量の拡充が必要」等の意見があり、評価の参考とした。
・アジア・ブロードバンド計画推進会議
「アジア・ブロードバンド計画推進会議」及びワーキンググループにおいて、「インフラの普及状況を踏
まえた援助を行うべき」、「日本の国益も見据えた協力を行うべき」等の意見があり、評価の参考とし
た。
・世界情報社会サミット「基本宣言」、「行動計画」
　http://www.itu.int/wsis/documents/doc_multi-en-1161|1160.asp
・アジア・ブロードバンド計画ホームページ
　http://www.dosite.jp/asia-bb/jp/index.html

情報提供等
を主とするも
の､その他

制 事

予 制 事

本施策に関する
課題等の状況

概　　　　　　　　　　要

予 制 事

引き続き、定期協議・政策対話、国際機関等の国際会議に我が国が積極的に参
加し、政策協調を図ることが必要。我が国の情報通信分野に対する諸外国の理解
不足と諸外国の情報通信市場に対する理解不足が存在しており、国際セミナーの
開催や、新たな調査研究を行い、諸外国との相互理解を深めることが必要。
 また、そのための体制整備を図る必要がある。

電気通信を巡る貿易問題や政策調整が必要な課題全般について、摩擦回避あるいは国際協力の推
進を図ることを目的として、上記の通り複数国との間で、二国間定期協議、政策対話を実施。

制


